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第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

前連結会計年度(平成14年４月１日から平成15年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表

規則に基づいて作成しています。 

なお、当連結会計年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)については「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令

第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

前事業年度(平成14年４月１日から平成15年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しています。 

なお、当事業年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)については「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しています。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成14年４月１日から平成15年

３月31日まで)及び前事業年度(平成14年４月１日から平成15年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)及び当事業年度(平成15年４月１日から平成16年３月31

日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けています。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

  
前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 ※１ 35,544  21,848

２ 受取手形及び売掛金 ※１ 243,252  260,798

３ 棚卸資産 ※１ 138,174  134,616

４ 繰延税金資産  7,767  17,900

５ その他 ※１ 34,757  43,534

貸倒引当金  △4,050  △2,048

流動資産合計  455,445 28.0  476,649 29.1

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１  

(1) 建物及び構築物  457,288 464,934 

減価償却累計額  △251,368 205,920 △263,575 201,359

(2) 機械装置及び運搬具  1,788,466 1,812,849 

減価償却累計額  △1,378,731 409,735 △1,424,706 388,143

(3) 土地  249,859  254,684

(4) 建設仮勘定  26,535  23,969

(5) その他  80,885 80,970 

減価償却累計額  △48,338 32,547 △49,114 31,856

有形固定資産合計  924,597 56.7  900,013 55.0

２ 無形固定資産   

(1) 連結調整勘定  33,924  29,497

(2) その他  10,759  14,961

無形固定資産合計  44,683 2.7  44,459 2.7

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券 ※1.3 136,791  165,109

(2) 長期貸付金  －  18,318

(3) 繰延税金資産  28,603  15,977

(4) その他 ※1.3 91,470  66,242

貸倒引当金  △51,748  △49,547

投資その他の資産合計  205,117 12.6  216,100 13.2

固定資産合計  1,174,398 72.0  1,160,572 70.9

Ⅲ 繰延資産  282 0.0  144 0.0

資産合計  1,630,126 100.0  1,637,366 100.0

   

 



ファイル名:060_0603800101606.doc 更新日時:2004/06/30 5:34 印刷日時:04/06/30 6:10 

― 40 ― 

 

  
前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形及び買掛金 ※１ 154,123  131,541

２ 短期借入金 ※１ 372,935  359,828

３ 一年以内償還予定社債  55,000  36,500

４ コマーシャル・ペーパー  71,000  79,000

５ 未払法人税等  8,361  6,992

６ その他  99,513  112,556

流動負債合計  760,934 46.7  726,418 44.4

Ⅱ 固定負債   

１ 社債  92,500  126,000

２ 長期借入金 ※１ 255,152  240,950

３ 繰延税金負債  3,972  13,422

４ 退職給付引当金  72,498  69,854

５ 役員退職慰労引当金  2,428  2,209

６ 債務保証損失引当金  522  －

７ その他  7,915  6,287

固定負債合計  434,989 26.7  458,724 28.0

負債合計  1,195,923 73.4  1,185,143 72.4

   

(少数株主持分)   

少数株主持分  26,000 1.6  22,601 1.4

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※７ 55,730 3.4  55,730 3.4

Ⅱ 資本剰余金  252,964 15.5  252,447 15.4

Ⅲ 利益剰余金  112,668 6.9  118,044 7.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △743 △0.0  15,427 0.9

Ⅴ 為替換算調整勘定  △4,391 △0.3  △6,525 △0.4

Ⅵ 自己株式 ※８ △8,025 △0.5  △5,502 △0.3

資本合計  408,202 25.0  429,621 26.2

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 1,630,126 100.0  1,637,366 100.0
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② 【連結損益計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  1,165,450 100.0  1,192,649 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 892,906 76.6  919,602 77.1

売上総利益  272,543 23.4  273,047 22.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１ 運賃諸掛  56,245 36,366 

２ 販売諸掛  69,010 81,876 

３ 給料及び手当 ※2.3 51,547 53,503 

４ その他 ※1.4 45,289 222,093 19.1 45,621 217,367 18.2

営業利益  50,450 4.3  55,679 4.7

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  578 399 

２ 受取配当金  1,916 2,162 

３ 賃貸料  3,633 2,798 

４ 持分法による投資利益  ― 3,207 

５ その他  3,939 10,069 0.9 3,625 12,193 1.0

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  13,191 11,098 

２ 賃貸設備費  2,840 2,310 

３ 持分法による投資損失  699 ― 

４ その他  4,117 20,848 1.8 3,799 17,208 1.5

経常利益  39,671 3.4  50,665 4.2

Ⅵ 特別利益   

１ 厚生年金基金代行部分 
  返上益 

 ― 5,433 

２ 固定資産売却益 ※５ 8,476 1,438 

３ 貸倒引当金戻入益  ― 1,005 

４ 投資有価証券売却益  729 1,003 

５ 国庫補助金受入益  1,742 680 

６ その他  84 11,032 1.0 496 10,056 0.9
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前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失   

１ 特別退職金  ― 7,120 

２ 事業再編損失 ※６ ― 6,054 

３ 固定資産除却損 ※７ 9,931 5,137 

４ 貸倒引当金繰入額  19,044 1,265 

５ 株式評価損  7,567 725 

６ その他  6,104 42,648 3.7 3,901 24,204 2.0

税金等調整前当期純利益  8,055 0.7  36,517 3.1

法人税、住民税 
及び事業税 

 9,883 9,564 

法人税等調整額  △9,684 199 0.0 1,334 10,898 0.9

少数株主利益  2,975 0.3  1,359 0.2

当期純利益  4,880 0.4  24,258 2.0
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③ 【連結剰余金計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   252,964

資本準備金期首残高  236,532 236,532  

Ⅱ 資本剰余金増加高   

１ 株式交換に伴う 
資本剰余金増加高 

 19,444 19,444 ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高   

１ 自己株式処分差損  3,012 3,012 517 517

Ⅳ 資本剰余金期末残高  252,964  252,447

   

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   112,668

連結剰余金期首残高  114,675 114,675  

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 当期純利益  4,880 4,880 24,258 24,258

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 配当金  4,322 13,094 

２ 役員賞与  212 198 

３ 連結子会社増加による 
  減少高 

 ― 5,575 

４ 連結子会社減少による 
  減少高 

 ― 15 

５ 海外会計基準変更による 
減少高 

 2,353 6,887 ― 18,883

Ⅳ 利益剰余金期末残高  112,668  118,044
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 ④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  8,055 36,517 

減価償却費  83,223 81,259 

連結調整勘定償却額  2,456 2,299 

貸倒引当金の増減額(減少△)  17,881 △212 

退職給付引当金の減少額  △2,522 △1,219 

役員退職慰労引当金の減少額  △163 △218 

債務保証損失引当金の増減額(減少△)  97 △522 

受取利息及び配当金  △2,495 △2,561 

支払利息  13,191 11,098 

持分法による投資損益  699 △3,207 

厚生年金代行部分返上益  ― △5,433 

固定資産売却益  △8,476 △1,438 

投資有価証券売却益  △729 △1,003 

特別退職金  ― 7,120 

事業再編損失  ― 6,054 

固定資産除却損  9,931 5,137 

株式評価損  7,567 725 

売上債権の増減額(増加△)  36,535 △7,169 

棚卸資産の減少額  4,672 4,939 

仕入債務の減少額  △36,558 △32,582 

役員賞与の支払額  △238 △223 

その他  2,765 14,165 

小計  135,892 113,526 

利息及び配当金の受取額  2,738 2,786 

利息の支払額  △13,181 △10,915 

特別退職金の支払額  － △4,755 

事業再編に係る費用の支払額  － △2,587 

法人税等の支払額(△)・還付額  3,246 △10,965 

営業活動によるキャッシュ・フロー  128,695 87,089 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △995 △294 

定期預金の払戻による収入  1,656 651 

有価証券の売却による収入  2,147 173 

固定資産の取得による支出  △77,223 △66,321 

固定資産の売却による収入  14,627 2,350 

投資有価証券の取得による支出  △7,733 △7,044 

投資有価証券の売却による収入  4,461 3,146 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入  － 323 

短期貸付金の増減額(減少△)  2,149 △5,599 

長期貸付による支出  △1,142 △2,924 

長期貸付金の回収による収入  1,410 1,756 

保証債務の履行による支出  △9,520 － 

その他  △1,727 1,118 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △71,891 △72,664 
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前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の減少額  △76,318 △17,095 

コマーシャル・ペーパーの増加額  34,000 8,000 

長期借入れによる収入  109,637 64,277 

長期借入金の返済による支出  △100,510 △84,082 

社債の発行による収入  － 70,000 

社債の償還による支出  △15,000 △55,000 

自己株式の取得による支出  △7,546 △77 

自己株式の売却による収入  6,826 413 

親会社による配当金の支払額  △4,314 △13,084 

少数株主への配当金の支払額  △442 △460 

ファイナンス・リース債務の返済による 
支出 

 △1,720 △1,720 

その他  450 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △54,938 △28,830 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △288 244 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少△)  1,578 △14,160 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  33,609 35,187 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高  － 998 

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額  － △400 

Ⅸ 現金及び現金同等物期末残高 ※ 35,187 21,624 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数   52社 
  主要な連結子会社名は、「第１

企業の概況 ４ 関係会社の状況」
に記載しているため、省略しまし
た。 

  このうち以下の２社については、
日本製紙㈱の多角化事業の分社化、
大昭和製紙㈱の建材部門の分社化に
より、当連結会計年度より連結子会
社に含めました。 

   日本製紙ケミカル㈱ 
   大昭和ユニボード㈱ 

(1) 連結子会社の数   51社 
  主要な連結子会社名は、「第１

企業の概況 ４ 関係会社の状況」
に記載しているため、省略しまし
た。 

  このうち、以下の３社について
は、当連結会計年度において新たに
設立したこともより連結子会社に含
めることとしました。 

   日本大昭和板紙関東㈱ 
   日本大昭和板紙吉永㈱ 
   日本大昭和板紙西日本㈱ 
  また、以下の９社については重要

性が増加したため、当連結会計年度
より連結子会社に含めました。 

   はが紙販㈱ 
   ケージーパック㈱ 
   サンミック千代田段ボール㈱ 
   中部段ボール㈱ 
   十條段ボール㈱ 
   十條東段ボール㈱ 
   後藤段ボール㈱ 
   日板パッケージ東京㈱ 
   日板パッケージ京都㈱ 
  なお、新規連結子会社のうち、十

條段ボール㈱、十條東段ボール㈱、
後藤段ボール㈱、日板パッケージ東
京㈱、日板パッケージ京都㈱の５社
については、段ボール事業の再編に
伴い平成15年10月１日に日板パッケ
ージ㈱(ケージーパック㈱より商号
変更)に合併したため、連結子会社
から除外しています。 

  また、前連結会計年度において連
結子会社であった大昭和製紙㈱及び
日本紙共販㈱は日本製紙㈱と、日本
板紙共販㈱は日本大昭和板紙㈱と合
併したことにより連結子会社から除
外しています。 

  その他、富士コーテッドペーパー
㈱は保有株式の売却により、㈱大昭
和シー・ピー・エフ、㈱大昭和シ
ー・ピー・エス、㈱大昭和シー・ピ
ー・アイについては重要性が減少し
たことにより、小川埠頭倉庫㈱は会
社清算に伴い連結子会社から除外し
ています。 

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 
  主要な非連結子会社 
   石巻カルボネイト㈱ 
(連結の範囲から除いた理由) 
 非連結子会社は、いずれも小規模で
あり、合計の総資産、売上高、当期純
損益(持分に見合う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等は、いずれも連結
財務諸表に重要な影響を及ぼしていな
いためです。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 
  主要な非連結子会社 
   石巻カルボネイト㈱ 
(連結の範囲から除いた理由) 
 非連結子会社は、いずれも小規模で
あり、合計の総資産、売上高、当期純
損益(持分に見合う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等は、いずれも連結
財務諸表に重要な影響を及ぼしていな
いためです。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

０社

(2) 持分法適用の関連会社数 

７社

  リンテック㈱ 

  ノース・パシフィック・ペーパ

ー・コーポレーション 

  大昭和・丸紅インターナショナル 

他４社

  なお、大昭和運輸㈱については、

破産により、持分法適用の範囲から

除外しています。 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 

０社

(2) 持分法適用の関連会社数 

６社

  リンテック㈱ 

  ノース・パシフィック・ペーパ

ー・コーポレーション 

  大昭和・丸紅インターナショナル 

              他３社

  なお、望月燃料㈱については、保

有株式を売却したことにより、持分

法適用の範囲から除外しています。

 (3) 持分法を適用していない非連結子

会社(石巻カルボネイト㈱他125社)

及び関連会社(星光化学工業㈱他45

社)は、それぞれ連結純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がない

ため、持分法は適用していません。

(3) 持分法を適用していない非連結子

会社(石巻カルボネイト㈱他110社)

及び関連会社(十條サーマル他40社)

は、それぞれ当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しています。 

 (4) 持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社について

は、各社の事業年度に係る財務諸表

を使用しています。 

(4)       同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、海外連結子会社

の決算日は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っていま

す。 

同左 

４ 株式移転に伴う資本連結

手続に関する事項 

 日本製紙㈱及び大昭和製紙㈱は、平

成13年３月30日、株式移転により共同

して完全親会社となる㈱日本ユニパッ

クホールディングを設立いたしまし

た。 

 この企業結合に関する資本連結手続

は「株式交換及び株式移転制度を利用

して完全親子会社関係を創設する場合

の資本連結手続」(日本公認会計士協

会会計制度委員会研究報告第６号)に

準拠しています。 

 資本連結にあたっては、株式移転比

率等を総合的に考慮して、結合当事会

社のうち日本製紙㈱を取得会社、大昭

和製紙㈱を被取得会社として識別した

結果、日本製紙㈱及びその連結子会社

については持分プーリング法に準じた

方法を適用し、大昭和製紙㈱及びその

連結子会社についてはパーチェス法を

適用しています。 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

５ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

   …償却原価法(定額法) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定) 

    時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

 ② デリバティブ 

   …時価法 

 ③ 棚卸資産 

   …主として移動平均法及び総平

均法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

    時価のないもの 

同左 

 ② デリバティブ 

同左 

 ③ 棚卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

   …定率法(連結子会社の一部定

額法) 

   ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(附属設備を除く)に

ついては、定額法 

 ② 無形固定資産 

   …定額法 

   ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 ② 無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金の計上基準 

   売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金の計上基準 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

  ② 退職給付引当金の計上基準 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しています。 

   過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10～15年)による定額

法により費用処理することとして

います。 

   数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10

～15年)に従い、主として定額法

によりそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとして

います。 

 ② 退職給付引当金の計上基準 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しています。 

   過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(７～15年)による定額

法により費用処理することとして

います。 

   数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10

～15年)に従い、主として定額法

によりそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとして

います。 

   (追加情報) 

   連結子会社である日本製紙株式

会社は、確定給付企業年金法の施

行に伴い厚生年金基金の代行部分

について、平成15年10月１日に厚

生労働大臣から将来分支給義務免

除の認可を受けました。同社は

「退職給付会計に関する実務指針

(中間報告)」(日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第13号)第

47-2項に定める経過措置を適用

し、当該将来分返上認可の日にお

いて代行部分に係る退職給付債務

と年金資産を消滅したものとみな

して会計処理をしています。 

   本処理に伴う当連結会計年度に

おける損益に与えている影響額

は、特別利益として5,433百万円

計上しています。 

   また、当連結会計年度末日にお

いて測定された返還相当額(最低

責任準備金)は、33,729百万円で

す。 

  ③ 役員退職慰労引当金 

   当社及び連結子会社の一部は、

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規による期末要支給額を計

上しています。 

 ③ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ④ 債務保証損失引当金 

   債務保証に係る損失に備えるた

め、被保証者の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上してい

ます。 

     ――――――― 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

います。なお、在外子会社等の資産

及び負債は在外子会社等の決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しています。

(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

  国内連結会社については、リース

物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   主として繰延ヘッジ処理によっ

ています。 

   ただし、為替予約等が付されて

いる外貨建金銭債権債務等のう

ち、振当処理の要件を満たすもの

については、振当処理を行ってい

ます。 

   また、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては、特例処

理を採用しています。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段… 

    デリバティブ取引(為替予約

取引、通貨スワップ取引及び

金利スワップ取引) 

  ・ヘッジ対象… 

    相場変動等による損失の可能

性があり、相場変動等が評価

に反映されていないもの及び

キャッシュ・フローが固定さ

れその変動が回避されるもの 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段… 

    デリバティブ取引(為替予約

取引及び金利スワップ取引) 

  ・ヘッジ対象… 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

   デリバティブ取引は、主として

為替変動リスク及び金利変動リス

クをヘッジすることを目的として

います。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 



ファイル名:080_a_0603800101606.doc 更新日時:2004/06/30 5:34 印刷日時:04/06/30 6:10 

― 51 ― 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間における、ヘッジ対

象のキャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計の両者を比較する

ことにより評価しています。 

   なお、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについては、

連結決算日における有効性の評価

を省略しています。 

   また、為替予約については予約

締結時に、リスク管理方針に従っ

て米貨建等による同一金額で同一

期日の為替予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確保

されているので連結決算日におけ

る有効性の評価を省略していま

す。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっています。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

同左 

  ② 自己株式及び法定準備金取崩等

に関する会計基準 

   当連結会計年度から「企業会計

基準第１号 自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する会計基準」

(平成14年２月21日 企業会計基

準委員会)を適用しています。こ

の変更に伴い、従来の方法によっ

た場合に比べ、税金等調整前当期

純利益は5,164百万円増加してい

ます。なお、連結財務諸表規則の

改正により、当連結会計年度にお

ける連結貸借対照表の資本の部及

び連結剰余金計算書については、

改正後の連結財務諸表規則により

作成しています。 

     ――――――― 

  ③ １株当たり当期純利益に関する

会計基準等 

   当連結会計年度から「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成14年９月25

日 企業会計基準適用指針第４

号)を適用しています。 

   なお、同会計基準及び適用指針

の適用に伴う影響については、

(１株当たり情報)注記事項に記載

のとおりです。 

     ――――――― 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

  ④ 海外会計基準の改正 

   カナダ国子会社について、当連

結会計年度からカナダの改正後の

「外貨換算会計基準」及び「税効

果会計基準」を適用しています。

   なお、この変更に伴う損益に与

える影響は軽微です。 

     ――――――― 

６ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっていま

す。 

同左 

７ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、５年間で均等償却

しています。なお、パーチェス法を適

用したことにより発生したのれん代に

ついては連結調整勘定に含めて20年間

で均等償却しています。 

同左 

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成していま

す。 

同左 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける現金及び現金同等物の範囲は、手

許現金、要求払預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなります。

同左 
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表示方法の変更 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(連結貸借対照表関係) 

 前連結会計年度において流動負債「その他」に含めて

いました「一年以内償還予定社債」と「コマーシャル・

ペーパー」は重要性が増したので区分掲記することにし

ました。 

 なお、前連結会計年度の流動負債「その他」に含めて

いました「一年以内償還予定社債」は15,000百万円、

「コマーシャル・ペーパー」は37,000百万円です。 

(連結貸借対照表関係) 

 前連結会計年度において固定資産「その他」に含めて

いました「長期貸付金」は総資産額の100分の１を超え

たため、独立掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の固定資産「その他」に含めて

いました「長期貸付金」は3,308百万円です。 

――――――― (連結損益計算書関係) 

 前連結会計年度において特別損失「その他」に含めて

いました「特別退職金」は、特別損失の総額の100分の

10を超えたため、独立掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の特別損失「その他」に含めて

いました「特別退職金」は1,107百万円です。 

 また、当連結会計年度において、連結子会社の合併に

伴い損益計算書の表示項目の明瞭性を高めるため販売費

及び一般管理費の費目について内訳の見直しを行いまし

た。 

 この結果、前連結会計年度に比べて当連結会計年度に

おける「販売費及び一般管理費」の「販売諸掛」が

15,577百万円増加し、「運賃諸掛」が同額減少しており

ます。 

――――――― (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フロー「その他」に含めていました「特別退職金」は重

要性が増したので区分掲記することにしました。 

 なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・

フロー「その他」に含めていました「特別退職金」は

1,107百万円です。 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
 

前連結会計年度 
(平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

※１ 担保資産 

 (1) 次の資産は下記の担保に供しています。 

 受取手形及び売掛金 3,919百万円

 建物及び構築物 4,754百万円

 土地 10,099百万円

 投資有価証券 12,124百万円

 その他(現金及び預金等) 3,057百万円

 計 33,955百万円

 

 支払手形及び買掛金 73百万円

 短期借入金 5,095百万円

 長期借入金(含む１年以内返済) 9,830百万円

 計 14,999百万円
  

※１ 担保資産 

 (1) 次の資産は下記の担保に供しています。 

 建物及び構築物 3,027百万円

 土地 10,284百万円

 投資有価証券 15,836百万円

 その他(現金及び預金等) 617百万円

 計 29,766百万円

 

 支払手形及び買掛金 76百万円

 短期借入金 1,030百万円

 長期借入金(含む１年以内返済) 3,893百万円

 計 5,000百万円
  

 (2) 次の資産は工場財団として下記の担保に供してい

ます。 

 建物及び構築物 90,777百万円

 機械装置及び運搬具 266,421百万円

 土地 131,510百万円

 その他 1,332百万円

 計 490,042百万円

 

 短期借入金 2,500百万円

 長期借入金(含む１年以内返済) 168,373百万円

 計 170,873百万円
  

 (2) 次の資産は工場財団として下記の担保に供してい

ます。 

 建物及び構築物 88,271百万円

 機械装置及び運搬具 254,977百万円

 土地 114,957百万円

 その他 436百万円

 計 458,643百万円

 

 長期借入金(含む１年以内返済) 143,061百万円

 計 143,061百万円
  

 ２       ―――――――  ２ 裏書手形残高 181百万円
 

※３ 非連結子会社及び関連会社項目 

   非連結子会社及び関連会社に対する主なものは次

のとおりです。 

投資有価証券(株式) 69,636百万円

投資有価証券(社債) 2,053百万円

その他(投資その他の資産) 622百万円
  

※３ 非連結子会社及び関連会社項目 

   非連結子会社及び関連会社に対する主なものは次

のとおりです。 

投資有価証券(株式) 70,415百万円

投資有価証券(社債) 3,223百万円

その他(投資その他の資産) 933百万円
  

 ４ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に

対し、債務保証を行っています。 

 百万円 百万円
大昭和・丸紅インターナ
ショナル 

17,371 (17,371)

 グリーンポート 16,551 (3,746)

 日伯紙パルプ資源開発㈱ 6,497 (1,309)

 従業員(住宅融資) 6,224 (6,224)
 TREE FARM FINANCE  
 CHILE 

5,409 (2,704)

 その他 9,064 (8,438)

 計 61,118 (39,794)

   ( )内は連結会社負担額です。 

 ４ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に

対し、債務保証を行っています。 

 百万円 百万円
大昭和・丸紅インターナ
ショナル 

17,439 (17,439)

 従業員(住宅融資) 6,563 (6,563)

 日伯紙パルプ資源開発㈱ 4,080 (822)
 TREE FARM FINANCE  
 CHILE 

2,378 (2,378)

 NIPPON PAPER TREEFARM 1,913 (1,913)

 その他 2,730 (2,322)

 計 35,105 (31,439)

   ( )内は連結会社負担額です。 

   なお、連結子会社１社の北米子会社売却契約にお

いて、買主に対して限度額10,000千米ドル(1,212百

万円)、平成13年４月より最長期間３年６ヶ月の、

環境クレーム等に対する補償をする旨の条項が記載

されています。 

   なお、連結子会社１社の北米子会社売却契約にお

いて、買主に対して限度額10,000千米ドル(1,056百

万円)、平成13年４月より最長期間３年６ヶ月の、

環境クレーム等に対する補償をする旨の条項が記載

されています。 
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前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成16年３月31日) 

 ５ 貸出コミットメント(貸手側) 

   当社連結子会社(日本製紙株式会社)は、非連結子

会社との間に貸出コミットメント契約を締結してい

ます。当契約に係る貸出未実行残高は次のとおりで

す。 

   貸出コミットメントの総額    2,230百万円 
   貸出実行残高          2,136百万円 
   差引額               93百万円 

 ５ 貸出コミットメント(貸手側) 

   当社連結子会社(日本製紙株式会社)は、非連結子

会社との間に貸出コミットメント契約を締結してい

ます。当契約に係る貸出未実行残高は次のとおりで

す。 

   貸出コミットメントの総額    1,600百万円 
   貸出実行残高          1,156百万円 
   差引額              443百万円 

 ６       ―――――――  ６ 貸出コミットメント(借手側) 

   当社は、運転資金の効率的な運用を行うため取引

銀行と貸出コミットメント契約を締結しています。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入未実行残高は次のとおりです。 

   貸出コミットメントの総額   50,000百万円 
   借入実行残高           ―百万円 
   差引額            50,000百万円 

※７ 発行済株式総数 

   普通株式           1,105,235.63株

※７ 発行済株式総数 

   普通株式           1,105,235.63株

※８ 自己株式 

   連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

連結財務諸表提出会社の株式の数 

   普通株式             14,751.24株

※８ 自己株式 

   連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

連結財務諸表提出会社の株式の数 

   普通株式             10,163.81株

 

(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

6,726百万円

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

7,121百万円

※２ 退職給付引当金繰入額 

5,528百万円を含みます。

※２ 退職給付引当金繰入額 

7,720百万円を含みます。

※３ 役員退職慰労引当金繰入額 

653百万円を含みます。

※３ 役員退職慰労引当金繰入額 

497百万円を含みます。

※４ 減価償却費 

5,156百万円を含みます。

※４ 減価償却費 

6,284百万円を含みます。

※５ 固定資産売却益は、土地8,393百万円その他によ

るものです。 

※５ 固定資産売却益は、土地1,322百万円その他によ

るものです。 

※６       ――――――― ※６ 事業再編損失 

   事業再編損失の内訳は次のとおりであります。 

 ホテル事業再編に係る損失 3,466百万円

 洋紙・板紙事業再編に係る損失 1,929百万円

 段ボール事業再編に係る損失 200百万円

 その他 457百万円

 計 6,054百万円
 

※７ 固定資産除却損は、建物及び構築物1,397百万

円、機械装置及び運搬具7,237百万円その他による

ものです。 

※７ 固定資産除却損は、機械装置及び運搬具2,634百

万円、工具器具及び備品1,398百万円その他による

ものです。 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 35,544百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△491百万円

有価証券のうち、価値の変動に 
ついて僅少なリスクしか負わない 
３ヶ月以内の短期投資 

134百万円

現金及び現金同等物 35,187百万円
  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 21,848百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△223百万円

現金及び現金同等物 21,624百万円
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(リース取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 借手側 

 (1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

  ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ 借手側 

 (1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

  ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
機械装置 
及び運搬具 
(百万円) 

その他 
(工具器具 
及び備品) 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 

5,764 4,422 10,187

減価償却 
累計額相当額 

2,381 2,593 4,975

期末残高 
相当額 

3,383 1,828 5,211

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定してい

ます。 

 
機械装置 
及び運搬具 
(百万円) 

その他 
(工具器具 
及び備品等) 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 

6,351 3,536 9,888

減価償却 
累計額相当額 

3,190 1,911 5,101

期末残高 
相当額 

3,161 1,624 4,786

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定してい

ます。 

  ②未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,621百万円

１年超 3,590百万円

合計 5,211百万円

    なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しています。 

  ②未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,447百万円

１年超 3,378百万円

合計 4,826百万円

    なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しています。 

  ③支払リース料(減価償却費相当額) 

1,759百万円

  ③支払リース料(減価償却費相当額) 

1,783百万円

  ④減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

  ④減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

 (2) オペレーティング・リース取引 

  ①未経過リース料 

１年以内 616百万円

１年超 783百万円

合計 1,400百万円
  

 (2) オペレーティング・リース取引 

  ①未経過リース料 

１年以内 768百万円

１年超 558百万円

合計 1,326百万円
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前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

２ 貸手側 

 (1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

  ①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

２ 貸手側 

 (1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

  ①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

 
機械装置 
及び運搬具 
(百万円) 

その他 
(工具器具 
及び備品) 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額 96 48 144

減価償却 
累計額 

78 14 93

期末残高 17 33 51

  

 
機械装置 
及び運搬具 
(百万円) 

その他 
(工具器具 
及び備品) 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額 18 109 127

減価償却 
累計額 

15 98 113

期末残高 3 10 14

  
  ②未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 20百万円

１年超 29百万円

合計 49百万円

    なお、未経過リース料期末残高及び見積残存価

額の残高の合計額が、営業債権の期末残高等に

占める割合が低いため、受取利子込み法により

算定しています。 

  ②未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 16百万円

１年超 39百万円

合計 55百万円

    なお、未経過リース料期末残高及び見積残存価

額の残高の合計額が、営業債権の期末残高等に

占める割合が低いため、受取利子込み法により

算定しています。 

  ③受取リース料 

19百万円

  ③受取リース料 

19百万円

  ④減価償却費 

19百万円

  ④減価償却費 

19百万円

 (2) オペレーティング・リース取引 

  ①未経過リース料 

１年以内 12百万円

１年超 76百万円

合計 88百万円
  

 (2) オペレーティング・リース取引 

  ①未経過リース料 

１年以内 39百万円

１年超 63百万円

合計 103百万円
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(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成15年３月31日) 

有価証券 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成15年３月31日) 
 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの 

 

社債 100 100 0

その他 26 26 0

小計 126 127 0

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの 

 

国債・地方債 280 280 0

その他 99 99 0

小計 380 380 0

合計 506 507 0

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの(平成15年３月31日) 
 

 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 

株式 8,718 14,579 5,861

債券 1,858 2,053 195

その他 0 0 0

小計 10,577 16,633 6,056

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

 

株式 28,886 21,393 △7,492

その他 19 14 △5

小計 28,906 21,408 △7,497

合計 39,483 38,042 △1,441

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について6,612百万円減損処理を行っています。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認

められた額について減損処理を行っています。 

 

(3) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 
 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

3,048 189 295
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(4) 時価のない主な有価証券(平成15年３月31日) 
 

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 27,904

その他 1,010

合計 28,914

 

(5) その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成15年３月31

日) 
 

 １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) ５年超(百万円) 

債券  

国債・地方債 ― 280 ―

社債 100 ― ―

その他 219 41 ―

合計 319 322 ―
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当連結会計年度(平成16年３月31日) 

有価証券 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成16年３月31日) 
 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの 

 

国債・地方債 10 10 0

社債 100 100 0

その他 0 0 0

小計 110 110 0

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの 

 

国債・地方債 270 269 △0

その他 42 42 ―

小計 312 311 △0

合計 423 422 △0

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの(平成16年３月31日) 
 

 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 

株式 24,312 51,602 27,290

債券 1,858 3,223 1,365

小計 26,170 54,825 28,655

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

 

株式 10,219 8,729 △1,490

小計 10,219 8,729 △1,490

合計 36,389 63,555 27,165

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について181百万円減損処理を行っています。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認

められた額について減損処理を行っています。 

 

(3) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 
 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

3,057 729 28
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(4) 時価のない主な有価証券(平成16年３月31日) 
 

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 29,754

その他 1,002

合計 30,757

 

(5) その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成16年３月31

日) 
 

 １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) ５年超(百万円) 

債券  

国債・地方債 ― 280 ―

社債 ― 100 ―

その他 42 ― ―

合計 42 380 ―

 


